事業概要書

１　補助金の種類

２　新たに整備する施設の概要
　⑴　施設名称
　⑵　所在地
　⑶　施設の区分（補助対象施設の区分を記入）
⑷　業種（日本標準産業分類による）
・大分類
・中分類
　　　・小分類
⑸　土地の概要　　敷地面積　　　　　　　　　　　　　　　㎡
　　　　　　　　　　取得（予定）日　　　　　令和　　年　　月　　日（所有の場合）
　　　　　　　　　　登記（予定）日　　　　　令和　　年　　月　　日（所有の場合）
[bookmark: _GoBack]　　　　　　　　　　賃借開始（予定）日　　　令和　　年　　月　　日（賃借の場合）
　⑹　建物の概要　　　　　　　　　　造　　　階建　　　　　㎡（延べ）
　　　　　　　　　　取得（予定）日　　　　　令和　　年　　月　　日（所有の場合）
　　　　　　　　　　登記（予定）日　　　　　令和　　年　　月　　日（所有の場合）
　　　　　　　　　　賃借開始（予定）日　　　令和　　年　　月　　日（賃借の場合）
　⑺　施設における事業内容等


⑻　スケジュール
①　着工（取得）・設備導入予定日　 　　　令和　　年　　月　　日
（賃借の場合：土地・建物の賃借契約締結予定日）
　　②　竣工・設備導入完了予定日　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　（賃借の場合：整備完了予定日）
　　③　操業開始予定日　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


３　新たに整備する施設に係る経費及び調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	区　分
	取得(予定)
価格等
A＋B＋C＋D
	自己資金A
	補助金等B
	借入金C
	その他資金D

	土　地
	
	
	
	
	

	建物・附属設備
	
	
	
	
	

	機械設備等
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	



４　雇用の状況及び人員計画
　⑴　新規所有型補助金又は新規賃借型補助金
	操業開始日の
従事者数
（予定）
	常時雇用者数
	臨時雇用者数
	合　計
	雇用創出補助金の対象となる人数

	
	人
	人
	人
	人



⑵　再投資補助金
	立地等計画認定申請書提出日の従事者数
	操業開始日の従事者数（予定）

	
	常時雇用者数
	臨時雇用者数
	合　計

	人
	人
	人
	人


※　常時雇用者数は、期間の定めのない雇用又は１年以上の有期雇用であって、雇用保険法の被
　　保険者の人数を記載すること。
※　雇用創出補助金の対象となる人数は、１年以上引続いて雇用する常時雇用者のうち、市内に住所を有する者の人数を記載すること。

５　立地に係る環境保全に関する取り組み
	大気関係
（粉塵及び悪臭関係）
	

	水質関係
（土壌汚染関係を含む）
	

	騒音振動関係
	

	廃棄物関係
	

	その他
	




